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１． 議題について
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議題について

４

議題１ これまでの取組による成果と課題について

� 高校生、大学生、既就労者、小中学生・一般県民の各階層を対象に実施してきた魅力発
信、技術力向上、資格取得支援の取組から得られた成果と課題を踏まえ、今後の取組
の方向性、支援の在り方や連携体制等について協議

議題２ 地域課題の抽出と今後の取り組みについて

� 建設産業の雇用状況、地域特性等を踏まえ、地域を維持していくために必要な人材の確
保と育成に関する取組の方向性と施策展開、地域企業や教育機関との連携等について
協議

� 倉吉農業高校の指定学科認定、中部地区の建築系（土木系）学科の設置の可能性等に
ついて協議

議題３ 鳥取県人材育成強化会議について

� 鳥取県人材育成強化会議ＷＧの検討事項となっている①人材ニーズと育成・確保上の課
題の把握と必要な対応の検討、②企業内教育、訓練教育機関の活用、新たな教育訓練
の検討（例：専門職大学）について協議



２． 議題１ これまでの取組による成果と課題について

５



これまでの取組による成果と課題について

対象 分野 取組内容
鳥工 倉農 米工

成果・課題等
H29 H30 H29 H30 H29 H30

高

校

生

魅力

発信
・魅力発信ガイダンス ○(1年) ○(1年) ○(1-2年) ○(1-3年)○(1年) △(1年)

［成果］

・アンケート結果からガイダンスを通じて入職意識が向上

［課題］

・普通科等への拡大

・県内就職候補としてのＰＲ不足

・ICT活用による生産性向上、現場革命を示し、更なるｲﾒｰｼﾞ

改善を図る必要

技術力

向上

・ＵＡＶ測量演習

・鳥取県測量競技大会

・現場見学会

・(新)インターンシップ事前研修

・インターンシップ

○(2年)

×

○(1年)

－

○(2年)

○(1年)

×

○(1年)

×

○(2年)

○(2年)

○

×

－

○(2年)

○(2年)

○

×

○(2年)

○(2年)

○(2年)

○

○(1年)

－

○(2年)

○(2年)

○

○(1年)

△(検討)

○(2年)

［成果］

・倉農でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ事前研修

・学生インタビュー動画の発信による親等へのＰＲ

［課題］

・高校の授業時間の関係で実施できない取組がある

資格

取得

・測量士補資格取得支援

・２級土木施工管理技士(学科)

○(2-3年)

○(3年)

○(2-3年)

○(3年)

○(3年)

×

○(3年)

×

○(2年)

○(2,3年)

○(2年)

○(2,3年)

［成果］

・資格取得率の向上

測量士補(倉農)H28:25%(1/4人)

→H29:33%(2人/6人)→H30:20%(1/5人)(H30試験難化)

2級土木(学科)(米工)H28:0%→H29:33%(2人/6人)

［課題］

・合格率向上に向けた継続的な支援

・倉農の2級土木の指定学科認定(業界要望)

地域

課題

・(新)土木インフラ維持管理技術

(SIP、診断士会)

○S(1年)

－

○S(1年)

○診(2年)

－

－

△S(検討)

○診(3年)

○S(1年)

－

○S(1年)

×診

［成果］

・コンクリート診断士会とのマッチング(橋梁維持管理)

［課題］

・ICTの推進に伴う機械系、情報系、電気電子系等学科との更

なるマッチング

＜高校生（専門高校）＞
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これまでの取組による成果と課題について

対象 分野 取組内容
実施

成果・課題等
H29 H30

鳥大生

技術力
向上

・リスクマネジメント講座
・(新)インターンシップ事前研修
・インターンシップ
・仕事説明会、合同企業説明会
・現場見学会

○(3年:)
－
○(18名)
○
未定

○(3年)
×(中止)
○(3名)
○
未定

［成果］
・大学の講義では体験できない実践的な取組を実施することができ、
学生の入職イメージが醸成
［課題］
・インターンシップ生が例年の２０名程度から本年度は３名へ大幅に
減少
・鳥取県未来人材育成奨学金のＰＲ等による県内就職者の増加

地域課題 ・SIP・維持管理システム開発と大学院との研究連携 実施中 実施中

＜大学生＞

７

� 不足する人材、ＩＣＴ活用の普及により必要となる人材の確保に向けた普通科、私立、機械・電気電子・情報処理系の高校への魅力発信

ガイダンス等の取組の展開による建設産業へのイメージ改善や魅力の醸成

� 各高校の習熟度に応じた人材育成プログラムが適用できない中において、時間的な余裕がない学校側のニーズに応じたオーダーメイド

型の支援の検討

� 建設産業のキャリア形成に必須となる資格取得の向上が図られるよう、学校側と協議会の取組の連携による効率的かつ継続的な支援

� 業界団体の共通認識と連携のもとでインターンシップの活性化が図られるような仕組みの検討

対象 分野 取組内容 ［H30新規］湖陵 ［H30新規］その他 成果・課題等

高
校
生

魅力
発信

・魅力発信ガイダンス ○(2年生:9月) 日野高校と調整中

［成果］
・鳥取湖陵高校とマッチング
［課題］
・普通科等への拡大

技術力
向上

・鳥取県測量競技大会
・インターンシップ

△(検討)
○(2年:9月)

－
×(普通科高校)

［成果］
・鳥取湖陵高校とマッチング
［課題］
・普通科高校を対象としたインターンシップの取組

地域
課題

・(新)土木インフラ維持管理技術(SIP) ○(情報科) ○(岩美高校等)

［成果］
・鳥取湖陵高校、岩美高校等が参加予定
［課題］
・ICTの推進に伴う機械系、情報系、電気電子系等学科との更なるマッチング

＜高校生（普通科高校等）＞



これまでの取組による成果と課題について

対象 分野 取組内容 実施 成果・課題等

既就労者
技術力
向上

・(新)１級土木施工管理技士(実地)
・２級土木施工管理技士(実地)
・(新)新入社員公共事業基礎研修

○(20名程度:4日間)
○(15名程度:4日間)
○(12月)

［成果］
・人材育成プログラムに応じた習熟度と資格取得の傾向が見える化
・２級土木の合格率が向上
・業界ニーズによりH30から1級土木(実地)を実施
［課題］
・資格取得による若年就労者の早期離職防止や若手指導スキルの向上のための取組

＜既就労者＞

①人材育成プログラム
� 現場管理や若手を指導できる技術者（１級土木施工管理士等）の育成を目指し、経験年数に応じたスキルアップ研修、資格取得支援を企画

②H30研修受講を通じた能力開発
� 資格取得までに必要となる基礎的知識や技術が取得できるようセンタ－研修の新人・初級講座のレベル設定を見直し、新規講座を追加
� 資格取得支援研修の追加

・建設技術センタ－の自主研修にコンクリート診断士受験準備研修会
・担い手協議会の取組で１級土木施工管理技士検定実地試験対策

センター研修受講状況（８月現在）

経験年数
新人研修
5 年未満

初級
5 ～10年

中級（ﾄﾚｰﾅｰ）
10 ～20年

上級（ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ）
2 0年以上

研修内容 基礎研修 一般研修 キャリアアップ研修 専門分野研修

チェックポイント 3 年 7 年 15 年 25年

知識習得度チェック 2級土木施工管理技士 1級土木施工管理技士

測量士補 測量士

ＲＣＣＭ

補償業務管理

研修講座 現場に必要な 現場に繋がる 現場管理できる 現場の専門性に

の着目点 ・土質基礎力学 ・ 施工管理 ・専門土木 対応できる

・測量等の実技 ・ 施工計画 ・インフラ維持管理 ・ 高度な専門講座

・ 公共工事の基礎 ・土木一般 ・先端技術 ・ 最新情報の提供

等 ・関係法規 （i-Construction） 等

等 等

行政 建設業 ｺﾝｻﾙ 計 行政 建設業 ｺﾝｻﾙ 計

基礎から学ぶ土木工事積算 15 3 4 22 新人→初級

 新人・若手技術者のための土木材料品質管理 10 18 5 33 新人→初級

新人・若手技術者のための公共工事基礎 4 28 2 34 4 28 12 44
現場で役立つやさしい構造力学 2 6 14 22 16 7 10 33

【新規】新人技術者のための土質力学(基礎） 12 20 22 54 追加

【新規】新人技術者のための水理学 3 3 14 20 追加

測量実習 0 14 1 15 新人→初級

【新規】CAD研修 1 7 5 13 追加

計 31 69 26 126 36 65 63 164

研　　　修　　　名　　（新人研修）
H29年度 H30年度

備　　　考

８



これまでの取組による成果と課題について

③新人研修講座の充実による効果
� 受講者数は30％増加
� コンサルタント受講生は240％増加
� アンケート結果により高い研修満足度

技術力向上や資格取得者の増加が期待される

④得られた効果からの推察
� 受講者数の増加から特定の専門知識よりも基礎的な知識や技術を習得する研修のニーズが高い
� 職域の差（建設業、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）で受講者数が多少しているが、受験資格を得るまでの期間に基礎的知識を幅広く取得する必要がある
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研修受講生の年代別の資格取得割合

（建設業従事者）（H30.4～8）

10代 20代 30代 40代 50代 60歳以上
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研修受講生の年代別の資格取得割合

（ｺﾝｻﾂﾀﾝﾄ従事者）（H30.4～8）

10代 20代 30代 40代 50代 60歳以上

（建設業従事者）
・１級土木施工管理技士の取得は50代、40代は69％、30代は44％
・無資格の受講生は10代は78％、20代は58％

� 必要とされる資格は職域で異なるが、若手は無資格者の割合が高く、受験資格ができるまでの期間に資格取得に対する意識醸成や
現場を意識した実践的な研修等の企画が必要

（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ従事者）
・RCCMの取得は 50代は70％、40代は48％、 30代は18％
・無資格の受講生は 10代は71％、 20代は59％

９

⑤２級土木施工管理技士対策講座（実地）の成果
� 協議会等の主催の対策講座により全国より高い合格率

H27 H28 H29

協議会対策講座受講生（実地） 55.6％（10人／18人） 54.5％（6人／11人） 66.7％（4人／6人）

技士会対策講座受講生（学科・実地） 41.5％（17人／41人） 25.0％（5人／20人） 55.3％（8人／15人）

全国受験生 35.7％ 29.9％ 43.3％



建設業協会加入業者の雇用状況
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建設業協会加入業者 雇用状況 （H27年度）

技術者 技能士 事務 その他

358

959
888

1,062

812

（人）

• 建設業の技術者と技能者を合わせた就業者数は50代をピ－クに凸型形状
• 30歳未満の就業者数は極端に減少
• 技術者と技能士の割合は約７：３
• 技能士は年代が低くなるほど全体に占める割合が増える傾向
• 県内の中小総合建設業者は技能士を抱えて自社施工を行っていると思料
• 技能士の実態や資格取得状況等の調査の必要性

�建設業、測量設計業ともに30代未満の雇用者が非常に少なく、災害復旧、除雪、維持管理等の地域を維持する
ための建設産業を担う人材の確保・育成が必須

�専門高校の定員が減っている状況において、普通科等からの入職の増加が必要
�若者の早期離職や企業において人材を育てる余裕がない状況から、協議会によるキャリア形成支援が重要

平成２７年度 雇用状況調査鳥取県建設業協会資料より
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測量設計業雇用状況 （H27年度）

技術 その他

188

322

121

190

261

• 測量設計業の就業者数は40代をピ－クに凸型形状
• 30歳未満の就業者数は減少傾向
• 技術者の割合は全体の88％

平成２７年度 鳥取県測量設計業協会資料より

（人）
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鳥取県産業人材育成センター土木システム科の状況（H20～H29）
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修了者の就職状況（人）
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技術系資格 技能系資格 測量系資格

修了者の資格取得延べ人数（人）

■ 建設関係への就職は３３人、５３％ ■ コンサルへの就職は７人、１１％
■ その他への就職は１５人、２５％

■ 入学６８名のうち、終了者は６２名、９１％

■ 建設就職３３名のうち８名、２４％が技術系資格を取得（１，２級土木）
■ 建設就職３３名のうち１２名、３６％が技能系資格を取得
■ コンサル就職７名のうち４名、５７％が測量士補を取得

■ 建設離職率は３３％、離職者１１名は資格未保有者
（離職していない者２２名のうち１２名、５５％が有資格者）

■ コンサル離職率１４％、離職者１名は資格未保有者
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離職者数（人）

� 早期のキャリア形成による離職防止
⇒ 技能系を含めた建設関係資格の取得や建設産業の基礎的事項を学べる研修の支援

� 聞き取りによる離職理由は人間関係や職場に馴染めないとの声
⇒ 同世代と交流し、相談でき、学べる場の創出や社内教育環境の充実に対する支援
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これまでの取組による成果と課題について

対象 分野 取組内容 実施 成果・課題等

小中学生

一般県民
魅力発信

・小中学校魅力発信講座

・土木ツアー＆土木カフェ

・ＳＮＳを活用した情報発信

・(新)中学生職場体験学習

・(新)魅力発信フォトコンテスト

・(新)魅力発信Ｗｅｂ動画

・(新)建設系絵本読み聞かせ

○(小学校3校、中学校1校)

○(西道路ﾄﾝﾈﾙ、ｲｵﾝﾓｰﾙ鳥取北7/28)

○(ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ等の実施)

○(県内全域で９校)

○(8月:約65名からの応募)

○(3月)

○(学童クラブ等、中部技士会女性部と協働)

［成果］

・中学校職場体験学習についてH28:3校がH30:9校と

県内全域へ拡大

・ＳＮＳにより親を含めた多くの人々に建設産業の

魅力等を情報共有

・読み聞かせ等による幼少期のものづくりイメージ

時の醸成

［課題］

・親を含めて小中学生の時期から建設産業の意義・

役割の理解やものづくりの魅力等に対する意識醸成

＜小中学生・一般県民＞

所局 学校名 生徒 日程 受入れ機関

鳥取 国府中学校 2年生2名 6/19（火）～22（金） 4日間
鳥取県土

桜ヶ丘中学校 2年生3名 6/25（月）～28（木） 4日間

八頭 八頭中学校 2年生3名 5/15（火）～18（金） 4日間 八頭県土

中部

東中学校 2年生3名 9/26（水）～28（金） 3日間 技術センター

河北中学校 2年生2名 9/26（水）～27（木） 2日間 中部県土

河北中学校 2年生2名 9/26（水）～27（木） 2日間 技術センター

米子
後藤ヶ丘中学校 2年生3名 7/10（月）～13（金） 4日間

米子県土
福米中学校 2年生2名 9/26（水）～28（金） 3日間

日野 日野中学校 2年生1名 7/2（月）～6（金） 5日間 日野県土

小中学校魅力発信講座

土木ツアー＆土木カフェ

・親子50名参加
・鳥取西道路ﾄﾝﾈﾙ工事現場
・鉄筋結束体験
・楽しいどぼくトークイベント
・マニアが語る各地の国道や不思議な
国道のお話
・道路標識を触ってみよう！
・中国地方の選奨土木遺産写真展

� より早い時期から建設産業の役割・意義、ものづくりの魅力等に対する意識醸成を図るため、建設系絵本の読み聞かせ、魅力発
信講座、職場体験学習や親子で楽しめる土木ツアー＆土木カフェ等の取組を通じて、高校進路選択や就業選択に対する意識改革
が図られるよう、引き続き魅力発信に取り組んでいく

中学生職場体験学習の取組状況（H30年度からの新規取組）
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持続的成長に向けた基軸・・・・・業態別の産業成長と連携活用

建設産業による、安全安心な社会基盤と交通物流インフラがあるからこそ実現できる経済成長

経済の質の変化
・インバウンド
・第４次産業革命
・暮らしの豊かさ追求

新しい成長テーマ
・ものづくり産業 ・ヘルスケア産業 ・医療産業

プラットホーム
・IoT産業

人材不足が成長の足かせとなる危機

2010（H22) 鳥取県経済成長戦略（～H32）
・1人当たりの県民所得向上 ・新規雇用創出
・GDP700億円押上：年率１%成長（潜在成長率0.7%+戦略効果0.3%）

2013（H25） 鳥取県経済再生成長戦略
・生産ピラミッド崩壊後の県内製造業の再生

2014（H26）
2016（H28） 潜在成長率▲0.4%

2018（H30) 鳥取県経済成長創造戦略
・成長を持続できる産業構造の構築

2020（H32）

・人口減少、労働力不足、
雇用ミスマッチ

・生産性の伸び悩み、
潜在成長率の低下

・国内需要縮小、
産業の国際的分業化

潜在成長率 ＝（ 労働投入量 + 資本投入量 + 全要素生産性 ）
持続的な成長のためには、減少する労働力に歯止めをかけ、生産性を向上させること

共通目標 ：「建設産業が社会経済を支えていること」の再認識と対外的発信
・地域に残すべき重要産業としての意識 ・他産業との競争に打ち勝つ ・教育施策としての反映
・経済成長戦略会議、正規雇用１万人会議等において、建設産業の役割と成長の方向性を発信

GDP1.93兆円

GDP1.96兆円
+310億円(44.3%)

GDP2兆円？
+700億円？

生産年齢人口
325千人(2015)

301千人▲8%

226千人(2040)

▲30%

地域資源活用
・農林水産業 ・観光産業

高規格道路網の整備、国際航路の開設、港湾機能強化、定期貨客船運航、クルーズ船寄港増加
自然災害予防のインフラ整備、社会基盤のリダンダンシー確保

１３

持続的な経済成長に向けた方向と建設産業の役割 （鳥取県経済成長創造戦略より）



３． 議題２ 地域課題の抽出と今後の取り組みについて
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建設業協会加入業者の雇用状況
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358

959
888

1,062

812
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• 建設業の技術者と技能者を合わせた就業者数は50代をピ－クに凸型形状
• 30歳未満の就業者数は極端に減少
• 技術者と技能士の割合は約７：３
• 技能士は年代が低くなるほど全体に占める割合が増える傾向
• 県内の中小総合建設業者は技能士を抱えて自社施工を行っていると思料
• 技能士の実態や資格取得状況等の調査の必要性

�建設業、測量設計業ともに30代未満の雇用者が非常に少なく、災害復旧、除雪、維持管理等の地域を維持する
ための建設産業を担う人材の確保・育成が必須

�専門高校の定員が減っている状況において、普通科等からの入職の増加が必要
�若者の早期離職や企業において人材を育てる余裕がない状況から、協議会によるキャリア形成支援が重要

平成２７年度 雇用状況調査鳥取県建設業協会資料より
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• 測量設計業の就業者数は40代をピ－クに凸型形状
• 30歳未満の就業者数は減少傾向
• 技術者の割合は全体の88％

平成２７年度 鳥取県測量設計業協会資料より

（人）
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日野郡における人材の育成と確保について ～地域課題の解決に向けて～
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�就業者の約６割は50歳以上
� 50歳以上が占める職種別の割合は高い傾向

技術者61％、技能者57％、事務63％、その他54％
（県平均：技術者50％、技能者43％、事務46％、その他48％）

125

184

�日野郡内在住の就業者は50歳以上が84％、
50歳未満は67％

�年配者は日野郡出身者が多い傾向
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その他 住所別年齢構成

日野郡 米子市 西伯郡 倉吉市 県外

（人）

※日給月給制の技能者等

　　職種別　日野郡内在住の割合　　　　（単位：％）

技術者 技能士 事務 その他 計

50歳未満 62 83 77 55 67

50歳以上 82 90 95 73 84

� 50代以上の正規雇用（技術者、技能
者、事務）は日野郡在住者が多い
が、50代未満では技術者、その他で
日野郡以外の割合が高くなる傾向
⇒ 今後、日野郡在住の技術者が

減少していく傾向にある

平成30年度における日野郡の雇用状況
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＜考察＞
� 日野郡では高齢化が著しく進展（50歳以上の割合：日野郡平均約60%、県平均約46%）
� 50歳未満の社員は日野郡以外からの正規雇用が多い傾向

（技術者やその他（日給月給制の技能者等）ではその傾向が強い）
� 将来的に災害や豪雪時等の早急な対応に懸念
� 技術者と技能者との割合は７：３
� 技能者の８割以上は日野郡在住であり、現時点において通常時での技能者数は確保できていると思料

（必要に応じてその他で調整していると思料）

＜地域課題＞
� 激甚化する災害や豪雪、老朽化する公共インフラの維持管理等に対応するために、建設従事者の高

齢化、リタイヤに伴う地域技術者等の減少が深刻な日野郡内において、担い手の確保と育成が必須

・ 日野郡内企業の連携した人材育成が難航（研修・訓練場所の創設や提供 等）
※ 一昔前は日野協会で技能系実習で若手育成（現在未実施）、建設キャリアアップシステム、 多能工化、その他の正規雇用化、

早期離職防止のための支援・・・

・ 地域産業への理解と教育機関（日野高校）での情報発信の質の向上による人材確保
※ 一企業のＰＲにとどまらない建設産業の意義・役割を含めた情報発信、一定量の雇用先の確保・・・

　　日野郡在住者と農業（地域）との関わり

技術者 技能士 事務 その他 計

人数（人） 118 59 31 31 239

農業(人） 30 5 10 10 55

率（％） 25 8 32 32 23

［参考］

※事務、その他社員が農業に
関わっている割合が高い

日野郡における人材の育成と確保について ～地域課題の解決に向けて～
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日野高校との地域人材の育成・確保に資する取組の連携
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＜卒業後の進路状況＞
� 日野郡以外から通学する生徒は約７割
� 約６割の生徒が就職（県内高校の就職は約２７％）
� 日野郡に就職した生徒は就職者の約１割（ 介護、工場、縫製工場等が多く、建設産業へ就職した生徒はほぼいない）
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4,746人 4,735人

＜日野高校に関する県民の声：2015/07/17＞
（意見）昨年に比べ、地域と交流する動きが鈍化しているが、高校をなくそうとしているのではないか。

（回答）鳥取県立日野高等学校の魅力づくりについては、平成23年度から日野郡3町の行政関係者、教育関係者などで組織する「日野高校の在り方を考える会」で検討され、日野高校魅力
向上コーディネーターを採用して魅力づくりに取り組むことが決定しました。

これを受け、平成26年9月に日野郡3町にコーディネーターを配置していただき、コーディネーターの方には、地域と学校のニーズ等を双方向でくみ上げ、日野高校を地域の人材育成の拠
点として活かすようご尽力いただいているところです。

以降、連携事業に取り組んでいるところですが、連携開始から1年近くが経過し、様々な課題が生じていることは鳥取県教育委員会としても認識しており 、今後は、課題解決に向けた意見
交換会の開催など、学校と地域の想いを共有できる場を設定し、体系的な取組が行えるよう支援していきたいと考えているところです。

現在、日野高校は、地域資源を生かした特色のある教育を作り上げようとしています。
県教育委員会としても、こうした小規模校ならではの特色のある取組を推進している学校に対し、教育の質の維持・向上に向けた支援を継続的に行っていきたいと考えているところです。
今後とも、地域と学校の連携事業に参画いただき、日野高校がより魅力的な学校となるようご協力をお願いします。

＜日野高校と連携した地域人材の確保・育成＞
� 日野高校では１年生で企業説明、２年生で職場体験学習（郡内企業で体験）、３年生で就職説明を実施
� この取組を単なる企業ＰＲではなく、コーディネーターと連携した取り組みにより、地域実情や建設産業

の意義・役割を伝える場へ質の向上を図る
� ２年生から始まる専門学科に総合実習、造園計画、森林応用等の建設産業に関連した科目（測量、ＣＡ

Ｄ等）が設定されており、生徒の進路選択に対する意識醸成や選択した生徒への支援が必要

地域人材の育成・確保

� 魅力発信 ： 魅力ガイダンス（進路選択に関する情報や魅力の発信）

� 技術力向上 ： 日野建設業協会と連携した現場見学会、測量実習、ＣＡＤ講習等

実施教育課程表 抜粋
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技術者 技能士 事務 その他 計

人数（人） 118 59 31 31 2 39

農業(人） 30 5 10 10 5 5

率（ ％） 25 8 32 32 23

　　日野郡在住者と農業（地域）との関わり



県内建設産業への人材供給に係る業界要望について

■建設業協会からの要望事項

① 倉吉農業高校においても、土木施工管理技士検定試験の実務経験年数の短縮を受けられるよう、

指定学科の認定を受けてほしい。

（参考）施工技術検定規則第２条（抜粋） 土木施工管理：土木工学、都市工学、衛生工学、交通工学又は建築学に関する学科

② 中部地区には建築（土木を含む）を学習できる高等学校がなく、若年層の建設業・設計事務所への

入職者も大変少なく、将来的な人材の確保に大きな懸念を抱いている。建築系（土木系）学科の

設置をお願いしたい。

１９

→ 倉農は学科再編により現行学科は指定校ではない



４． 議題３ 鳥取県人材育成強化会議について
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鳥取県産業人材育成強化会議の概要 出典：産業人材課資料

１ 鳥取県産業人材育成強化会議
○県内産業を担う人材の効果的な育成の仕組みづくりを目的として、幅広く関係機関と意見交換
○深刻な人手不足をはじめとした現下の経済・社会動向を踏まえ、鳥取県経済成長創造戦略に沿った全体的な産業

人材育成のあり方について県内の人材ニーズや課題を踏まえて検討
○産業界、経済界、教育機関等との共通認識のもとに検討を進め、役割分担や連携体制も併せて構築
○検討結果は、県立産業人材育成センターの抜本的見直しをはじめ、今後の産業人材育成施策に反映

２ 全体会議（３回開催予定）
出 席 者 ： 経済等関係５団体、大学等教育関係６団体、産業等関係６団体、産業技術センター、産業振興機構、

鳥取労働局、高齢・障害・求職者支援機構鳥取県支部、県
検討内容 ： ・戦略的な企業誘致や県内産業の競争力強化のための人材育成

・人材育成上の課題に対応した対応策と教育機関・訓練機関等の役割分担
・特定の産業分野ごとに不足している人材育成と必要な対応
・既存の教育・訓練機関で担えない人材育成ニーズへの対応（例：専門職大学） 等

３ ワーキンググループ会議
特に具体的な検討を要する産業分野や特定課題を調査検討
○検討内容

・特定産業分野の人材ニーズと育成・確保上の課題の把握と必要な対応の検討
・企業内教育、訓練教育機関の活用、新たな教育訓練の検討 等

○分野：観光、ＩＣＴ、ものづくり、介護・保育、農林水産業、土木・ 建設・建築、専門職大学

建設業WG ： 建設分野担い手確保・育成連携協議会を活用して検討
想定メンバー ： 建設業協会、測量設計業協会、鳥取大学、市長会、町村会、高等学校課、産業人材育成センター、

建設技術センター、住まいまちづくり課、技術企画課

４ スケジュール
6月 ： 第1回会議、企業アンケート調査開始、ワーキンググループ会議
7月 ： 企業アンケート調査とりまとめ、
8月 ： 育成強化方針の素案作成、ワーキンググループ会議
9月 ： 第2回会議、ワーキンググループ会議
10月 ： 第3回会議（育成強化方針とりまとめ、施策検討）
11～12月 ： 産業人材育成センターの在り方検討に反映
H31.4月 ： 新規施策実施、産業人材育成センターの訓練項目・募集に反映
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専門職大学の概要及び設置基準 出典：産業人材課資料

１ 概要
大学制度の中に、実践的な職業教育に重点を置いた仕組みとして制度化。
他産業との密接な連携により、専門職業人材の養成強化を図る。

２ 特色
・卒業単位のおおむね３～４割程度以上の科目とするとともに、適切な指導体制が確保された企業内実習等を、２年間で

１０単位以上、４年間で２０単位以上履修する。
・同時に授業を行う学生数は原則として４０人以下とすることを規定。
・必要専任教員数のおおむね４割以上を実務家教員とし、その半数以上は研究能力を併せ有する実務家教員とする。
・社会人の学び直しを推進するため、実務の経験を有する者が専門職大学等に入学する場合に、実務経験を通じた能

力取得を勘案して、一定期間を修業年限に通算。

３ 主な設置基準
（１）専任教員数

・大学・短大設置基準によるが、小規模の学部・学科を想定した基準を新設。

（２）施設等
・施設面積は大学・短大設置基準の水準（学生１人当たり10m2）による。
・原則、運動場、体育館その他スポーツ施設を備える必要がある。
・校舎面積は大学・短大設置基準の水準によるが、小規模の学部・学科を想定した基準を新設。

（専門職大学は収容定員100人、専門職短期大学は収容定員50人から可能）

（３）専門職大学・専門職短期大学別の具体的基準の例

区分 基準 具体的基準の例（学部・学科により異なる）

専門職大学 専任教員数 ・工学関係であれば収容定員１００～１９９人は１９人以上
・保育関係であれば収容定員１６０～３１９人は１５人以上

施設等 ・工学関係であれば収容定員１００人までは4,624m2以上
・保育関係であれば収容定員１００人までは2,314m2以上

専門職短期大学 専任教員数 ・工学関係であれば収容定員１００人までは１０人以上
・保育関係であれば収容定員５０人までは８人以上

施設等 ・工学関係であれば収容定員１００人までは2,100m2以上
・保育関係であれば収容定員１００人までは1,900m2以上
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鳥取県産業人材育成センターの訓練科の概要 出典：産業人材課資料

校別 訓練科名 定員
訓練
期間

目標（仕上がり像） 主な取得可能な資格、試験、講習

倉吉校 ものづくり情報技術科 ２０
(各学年)

２年 コンピューター、電気電子、機械設計、機械加工等もの
づくり（製造業）で必要とされる知識を学び、自動制御シ
ステムの設計・製作・実践技術を習得

・基本情報技術者試験
・３次元CAD利用技術者試験２級
・C言語ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ能力認定試験２級

土木システム科 １０ １年 測量、CAD製図等の土木工事に必要な知識及び技術を
習得

・小型車両系建設機械特別教育
・ローラー運転の業務特別教育
・小型移動式クレーン技能講習

木造建築科 １０ １年 木造住宅に特化した住宅づくりに関する一連の施工技術
の習得

・建築大工３級技能検定
・玉掛け技能講習
・足場の組立て等特別教育

米子校 自動車整備課 ２５
(各学年)

２年 自動車整備士資格取得のための知識や技能及び即戦
力となるための応用技術を習得

・２級ガソリン/ジーゼル自動車整備士
・低圧電気取扱特別講習（自動車整備に
限る）

設計・インテリア科 ２０ １年 住宅のプランニングやインテリアに関する知識を学びプ
レゼンテーション技術を習得

・インテリアコーディネーター
・福祉住環境コーディネーター
・建築CAD検定３級

デザイン科 ２０ １年 公告、印刷物を企画制作するための商業デザインに関
する知識や技能を習得

・Webｸﾘｴｲﾀｰ能力認定試験初級以上
・色彩検定３級以上

校名 科名

定員充足率 入校者数 うち高校新卒者の割合 平均概算年齢 関連就職率（修了者数）

H30
過去
5年

過去
10年

H30
過去
5年

過去
10年

H30
過去
5年

過去
10年

H30
過去
5年

過去
10年

H30
過去
5年

過去
10年

倉
吉
校

土木ｼｽ
ﾃﾑ科

40% 68% 67% 4人 6.8人 6.7人 75% 29% 33% 29.4 27.9 25.9 100% 81% 72%

木造
建築科

70% 60% 59% 7人 6.0人 5.9人 100% 53% 47% 25.5 25.1 26.0 100% 100% 76%
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現行の教育訓練体系の概要

※ が鳥取県産業人材育成センター
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産業人材育成センター オーダーメイド型在職者訓練
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鳥取県産業人材育成センター土木システム科の状況（H20～H29）
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■ 建設関係への就職は３３人、５３％ ■ コンサルへの就職は７人、１１％
■ その他への就職は１５人、２５％

■ 入学６８名のうち、終了者は６２名、９１％

■ 建設就職３３名のうち８名、２４％が技術系資格を取得（１，２級土木）
■ 建設就職３３名のうち１２名、３６％が技能系資格を取得
■ コンサル就職７名のうち４名、５７％が測量士補を取得

■ 建設離職率は３３％、離職者１１名は資格未保有者
（離職していない者２２名のうち１２名、５５％が有資格者）

■ コンサル離職率１４％、離職者１名は資格未保有者
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� 早期のキャリア形成による離職防止
⇒ 技能系を含めた建設関係資格の取得や建設産業の基礎的事項を学べる研修の支援

� 聞き取りによる離職理由は人間関係や職場に馴染めないとの声
⇒ 同世代と交流し、相談でき、学べる場の創出や社内教育環境の充実に対する支援
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主な建設産業（土木系）に関する資格一覧

業務 工事

技術士 文部科学省 技術士法 筆記、口答
・技術士補として技術士
の下で実務経験4年
・実務経験7年

○

技術士補 文部科学省 技術士法 筆記、口答 ・資格要件なし ○

測量士 国土地理院 測量法 筆記 ・資格要件なし ○

測量士補 国土地理院 測量法 筆記 ・資格要件なし ○

１級土木施工管理技士
（学科・実地）（実地のみ）

国土交通省 建設業法 学科及び実地
・指定学科：高卒実務経
験10年、短大卒実務経験
5年、大卒実務経験3年

○
監理・主任

２級土木施工管理技士（学科のみ） 国土交通省 建設業法 学科及び実地 ・年齢が17歳以上の者

２級土木施工管理技士（学科・実地） 国土交通省 建設業法 学科及び実地
・指定学科：高卒実務経
験3年、短大卒実務経験2
年、大卒実務経験1年

○
主任

RCCM
建設コンサル
タンツ協会

― 筆記
・高卒実務経験14年、短
大卒実務経験12年、大卒
実務経験10年

○

コンクリート診断士
日本コンクリート

工学会
― 筆記

・高卒実務経験8年、短大
卒実務経験6年、大卒実
務経験4年
・コンクリート診断士講習
会を受講

○

移動式クレーン運転士 国家 厚生労働省 労働安全衛生法 学科及び実技 ・資格要件なし ○ ・つり上げ荷重が５トン以上

型枠施工技能士
○

鉄筋Co構造物
は1，2級常駐

鉄筋施工技能士
○

鉄筋Co構造物
は1，2級常駐

とび技能士 ○
コンクリート圧送施工技能士 ○

さく井技能士
○

さく井等は1，2級
常駐

ウェルポイント施工技能士

造園技能士
○

樹木植栽工は
1，2級常駐

技能講習による資格 ― ―
技能講習
（学科・実技）

・年齢が18歳以上の者
・玉掛け、ガス溶接、小型移動
式クレーンなどは産業人材育成
センター倉吉校が実技講習会場

特別教育による資格 ― ― 特別教育 ・年齢が18歳以上の者
・小型車両系建設機械、ロー
ラー運転などは産業人材育成セ
ンター倉吉校の主な資格取得

・2級学科はH29から年2回へ拡
充
・産業人材育成センター土木シ
ステム科の1年間は実務経験年
数にカウントできる

・特級：1級合格後5年以
上
・１級： 7年以上
・２級：2年以上
・３級：―

国家 厚生労働省
職業能力開発

促進法

備考

技

術

系

技

能

系

民間

公的

国家

入札上の資格
区分 名称

資格
種類

所管 法律 試験形式 主な受験資格

学科及び実技

・富士教育訓練センター、三田
建設技能研修センターの講習受
講で学科試験が免除になるもの
がある
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建設産業における県内の技能士の状況
■建設躯体工事の職業（型枠大工、とび工、鉄筋工など）の求人状況
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未就労者 公共職業訓練
鳥取県産業人材
育成センター

１年

（離職者訓練）
（学卒者訓練）

（土木システム科）

雇用型訓練 受入企業に出向 ９ヶ月

（鳥取県若年技能者等
技能継承推進事業）

（賃金助成）

既就労者 企業 OJT、OFF-JT

未・既 専門高校、大学 三田建設技能研修センター

就労者 富士教育訓練センター
数カ月

■建設躯体工事の技能検定受験状況

�県内の型枠大工、鉄筋工等は高い求人倍率であるが、技能検定の合格率は低く、人材の供給が追い付
いていないと思料

�しかし、技能士の実態は不明な点が多く、キャリアアップシステム等による詳細な状況把握が必要

⇒ 業界団体等と連携した育成体制の構築や県外の研修センターを受講する際の助成制度等の検討

※求人倍率は高いが、国の建設労働需給調査では県内はやや不足程度
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（出展：鳥取労働局資料）

（出展：鳥取県職業能力開発協会）


